
（平成２２年１月２７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

国民年金関係 2 件

厚生年金関係 2 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 4 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認熊本地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



熊本国民年金 事案 500 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 50 年３月から 52 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年３月から 52年３月まで 

    昭和 52 年に帰郷したときに、国民年金の加入の手続を行い、その後、同

居の義母から未納の期間をすべてさかのぼって納付できると聞いて、50 年

３月からの保険料を一括納付したので認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   戸籍の附票により、申立人は昭和 52 年９月１日にＡ市に転入しており、社

会保険事務所（当時）の記録によると申立人の国民年金手帳記号番号は、同

年９月５日に払い出されていたことが確認できることから、申立人の加入手

続はこの時期に行われたものと推認できる。 

   また、申立人は、国民年金加入期間について申立期間を除き国民年金保険

料をすべて納付しており、申立人の夫も 20 歳から 60 歳までの国民年金加入

期間はすべて納付済みである上、平成５年４月から９年９月までは付加保険

料についても納付していることから、申立人及びその夫の納付意識は高かっ

たとものと考えられる。 

   さらに、申立人は、「同居の義母が 20 歳までさかのぼって納付できること、

及び保険料の金額も聞いてきたので、50 年３月までの保険料を一括で納付し

た。」と主張しているところ、申立人の夫が県外で勤務していた期間に、実

家の店の改装及び運転資金を貯蓄していたため、保険料を納付する資力が十

分にあったとしていることから、申立内容に不合理な点は認められない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



熊本国民年金 事案 501 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成９年５月の国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47年８月から同年 12月まで 

             ② 平成９年５月 

    私は、昭和 47 年８月当時、親族に国民年金の加入を勧められ、Ａ市役所

に国民年金保険料の納付に行った。 

    平成９年５月については、自分でＢ銀行に国民年金保険料の納付に行っ

た。 

    申立期間について、保険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間②については、社会保険事務所（当時）は、平成９年 10 月 21 日

に統合元基礎年金番号の番号取消し（重複取消し）の処理を行っていること

から、申立人は国民年金の加入手続を９年 10 月ごろに行ったと推認され、そ

の時点で未納となっている９年５月分の国民年金保険料の納付書が発行され

ていたと考えるのが自然である上、申立期間は１か月と短期間であり、申立

人は申立期間後の国民年金加入期間については、国民年金保険料をすべて納

付しており、国民年金保険料の納付意識は高かったものと考えられることか

ら、申立期間②の保険料は納付していたものと認められる。 

   一方、申立期間①については、申立人の国民年金手帳記号番号は、平成７

年 11 月以降に払い出されたことが推認され、その時点では、時効により国民

年金保険料を納付できない期間であるとともに、申立人に対し、別の国民年

金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   また、申立人の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計

簿等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわせる



周辺事情も見当たらない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成９年５月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



熊本厚生年金 事案 308 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の申立期間における標準賞与額の記録は事後訂正の結果５万 5,000

円とされているところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当す

ることから、年金額の計算の基礎となる標準賞与額は訂正前の５万円とされ

ているが、申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額（５万

5,000 円）に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていた

ことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付

及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申立人の申立期間の標準

賞与額に係る記録を５万 5,000円とすることが必要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

（訂正前の標準賞与額（５万円）に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年７月 31日 

    Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間に係る厚生年金保険の標準賞与額

の記録が支給額に見合う額となっていない。同社は、社会保険事務所（当

時）に対して訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効により納付で

きず、申立期間の記録訂正は年金の給付に反映されていないので、年金が

給付されるように記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録によれば、平成 15 年７月 31 日に支給された申立人の標準

賞与額は当初５万円と記録されたが、当該保険料の徴収権が時効により消滅

した後の 21年９月に５万円から５万 5,000 円に訂正されたものの、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、当該保険料に係る被保険者であった期間に

基づく保険給付は行われないとされている。このため、年金額計算の基礎と

なる標準賞与額は、当該訂正後の標準賞与額（５万 5,000 円）ではなく、当

初記録されていた標準賞与額（５万円）となっている。 



   しかしながら、Ａ社から提出された申立人に係る賃金台帳の写し及びＢ厚

生年金基金の加入員賞与標準給与決定通知書の写しから、申立人は、申立期

間について、その主張する標準賞与額（５万 5,000 円）に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立人の申立期間に係る賞与額の届出を社会保険事務所（当時）に

対し誤って提出し、また、当該期間に係る厚生年金保険料については、過小

な納付であったことを認めていることから、これを履行していないと認めら

れる。 



熊本厚生年金 事案 309 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支社にお

ける資格取得日に係る記録を昭和 46 年２月１日に、資格喪失日に係る記録を

同年８月１日とし、申立期間の標準報酬月額を９万 2,000 円とすることが必

要である。 

   なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男(死亡) 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年２月１日から同年８月１日まで 

    私は、昭和 37 年７月１日にＡ社に入社し、平成９年１月 26 日まで勤務

したが、昭和 46 年２月１日から同年８月１日までの厚生年金保険被保険者

期間がないので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほし

い。 

   （注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の加入記録、Ｂ社が提出した職歴証明書及び健康保険組合が提出

した適用台帳により、申立人は同社の関連事業所に継続して勤務し（昭和 46

年２月１日にＡ社Ｄ支社から同社Ｃ支社に異動、同年８月１日に同社本社に

異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 46 年１月及び同年８月の

社会保険事務所（当時）の記録から９万 2,000円とすることが妥当である。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、申

立期間の被保険者原票の整理番号に欠番が見当たらないことから、申立人に

係る社会保険事務所の記録が失われたことは考えられない上、資格の取得及



び喪失のいずれかの機会においても社会保険事務所が申立人に係る記録の処

理を誤ることは考え難いことから、事業主から当該社会保険事務所へ資格の

得喪等に係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人

に係る昭和 46 年２月から同年７月までの保険料について納入の告知を行って

おらず、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 



熊本国民年金 事案 502 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38 年１月から同年３月までの期間及び 40 年８月から同年 11

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 38年１月から同年３月まで 

           ： ② 昭和 40年８月から同年 11月まで 

    私の国民年金の記録は、昭和 38年１月から 41年３月までの 39か月が免

除になっていたので、調査を依頼すると 32 か月の納付が認められたが、38

年１月から同年３月までの期間及び 40 年８月から同年 11 月までの期間に

ついては免除のまま訂正されていないので納付と認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立人自身が国民年金の加入手続を行い、申立期間に係る国民

年金保険料を毎月集金人に納付したと主張しているが、申立人及びその夫は、

昭和 38年１月から 40 年 12月までの期間については、生活保護法の規定によ

る生活扶助受給のため法定免除期間に該当しているとともに、申立人は、40

年 12月から 41年３月までの期間の国民年金保険料を 50年 12月 25日に追納

していることが確認できる上、申立人の夫も申立期間については免除となっ

ていることを踏まえると、申立人が申立期間において、保険料を毎月集金人

に納付していたとする申立内容は不自然である。 

   また、申立期間については、申立期間②直後の国民年金保険料を追納した

昭和 50 年 12 月の時点では、時効により納付できない期間である上、申立人

が申立期間の保険料を納付していたことを示す関係資料（家計簿等）は無く、

ほかに申立期間に係る国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる周

辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたと認めることは

できない。 



熊本厚生年金 事案 310 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年８月１日から同年９月１日まで 

    Ａ社に勤務した申立期間について厚生年金保険の加入記録が無い。申立

期間において同事業所に勤務していたことは間違いないので、厚生年金保

険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が提出した銀行口座取引記録の写しから判断すると、申立人が申立

期間においてＡ社に勤務していたことが推認できる。 

   しかし、Ａ社の経理担当者は、｢当時は試用期間があり、入社と同時に厚生

年金保険に加入することはなく、保険料控除も行っていない。｣としており、

申立人についても試用期間があったと証言している上、複数の同僚も、｢申立

期間当時は試用期間があり、入社の一定期間後に厚生年金保険に加入してい

た。｣と証言している。 

   また、当時、Ａ社の社会保険関係事務を担当していた社会保険労務士事務

所の職員は、同社では入社後一定期間を試用期間としていた旨証言している。 

   さらに、Ａ社は、申立期間当時の賃金台帳等を保管しておらず、申立期間

に係る申立人の厚生年金保険料の控除の事実を確認することができない。 

   加えて、申立事業所に係る申立人の雇用保険の加入記録は、厚生年金保険

の記録と一致している上、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書、源泉徴収票等の資料は無く、

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情も見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



熊本厚生年金 事案 311 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年５月 15日から 31年７月 15日まで 

    昭和 25年 10 月 16日から映写技師として勤務し、いったん解雇されたが、

27 年５月 15 日に再雇用され、申立期間について同様に勤務した。解雇通

知書等をもらっているので、申立期間を厚生年金保険被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事業所から申立人に出された解雇通知書により、申立人が、申立期間に

ついて劇場で映写技師として勤務していたことが確認できる。 

   しかし、申立人が提出した昭和 27 年から 30 年までの源泉徴収票に記載さ

れている給与支払者は、Ａ事業所となっていることから、申立人は国外の事

業所に直接雇用されていたことが推認できる上、同票に記載されている社会

保険料の金額は、当時の失業保険のみの金額とほぼ一致することから、給与

から厚生年金保険料が控除されていたことは確認できない。 

   また、申立人が申立期間について、厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無く、このほか、

申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資

料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



熊本厚生年金 事案 312 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：① 昭和 26年４月１日から 27年９月１日まで 

            ② 昭和 27年 11月１日から 28年４月１日まで 

    高校卒業直後の昭和 26 年４月１日にＡ市に所在したＢ社に就職し、２年

間勤務し、28 年３月末に退職した。しかし、同社での私の厚生年金保険被

保険者期間は昭和 27年９月及び 10月の２か月となっている。 

    Ｂ社に勤務していた全期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社は現存せず、当時の事業主も死亡しており、連絡の取れた３人の同僚

のうち１人は申立人を記憶しているものの、具体的な勤務期間を記憶してお

らず、申立人が申立期間において同社に勤務していた事実を確認することが

できない。 

   また、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によれば、申立期間

に申立人の氏名の記載は確認できず、整理番号に欠番が無い上、申立期間②

において別番号が払い出された形跡もうかがえず、申立期間の記録の欠落を

うかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、Ｂ社は現存せず、給与台帳等の資料を得ることができず、経理担

当者も死亡しており、申立人が申立期間において厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていた事実を確認することができない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 


